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Hangul Viewer 2002で開けられず、Adobe Readerで開くことが可能
なpdfファイルである場合もあるので、拡張子を直接入力してみること
も含め色々試してみることを勧める。
保健福祉部のサイトで政策関連情報が収録されている「情報のマダン
（広場）」のページについて見ることにする（図８、参照）。
「保健福祉行政情報」であるが、その中の下位項目の「核心政策」が少
し役立つ。内容的には保健福祉部が進める政策についての広報的な色彩
(出典)http://www.mohw.go.kr/
図8 保健福祉部の「情報のマダン（広場）」のページ
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が濃く、保健福祉部が発行する白書と大差ないものと見られる。
「保健福祉資料室」は、「法令資料」「統計資料」「刊行物・発刊資料」
などから構成されている。「法令資料」は、保健福祉部管轄の法令の立法
予告、法令集、訓令・例規・告示、判例情報からなっている。その中の
法令集は法制処のサイトにリンクしており、判例情報は大法院の「総合
法律情報」にリンクしている。「統計資料」は2001年５月以降の文書か
ら収録されている。刊行物・発刊資料は1998年末から入力作業が始めら
れており、嬉しいことに『保健福祉白書』は1995年度版にまで遡ってアッ
プされている。
「国会関連情報公開」には、「主要政策資料」「法令制定・改正」「予算」
「国会の政策提案」「国会現場」の下位項目がある。「主要政策資料」では
国会の提出要請のあった資料がアップされており、2005年９月以降の資
料が公開されている。「法令制定・改正」では保健福祉部の業務に関連す
る法令資料が1998年からアップされている。「予算」「国会の政策提案」
は2006年以降の文書が、「国会現場」は2006年の国政監査の映像を含め
2005年以降の文書が公開されている。
「情報のマダン」の最後は「行政情報所在案内」であるが、これをクリッ
クするとリンク先の「大韓民国電子政府」というサイトの「行政・公共
機関統合検索サービス」に飛ぶようになっている。
「大韓民国電子政府」のサイトは、行政への住民の申請手続き（「民願」
と呼ばれている）の電子化とともに行政部処の電子情報を統合するため
のサイトである。「行政・公共機関統合検索サービス」には、「大韓民国
電子政府」のトップページ中段の「主題別のディレクトリ」の右端の「全
体を見る」をクリックしても行ける。この「行政・公共機関統合検索サー
ビス」（保健福祉部のサイトでは「行政情報所在案内」）は「福祉」で検
索すればわかるように、「福祉」という言葉が用いられている政府機関の
サイトを検索するものである。文書そのものにではなく、サイトのトッ
プページにリンクするようになっている。その検索結果を見るのであれ
ば、韓国のヤフーなどのポータルサイトの検索機能で調べたほうがずっ
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と便利であろう。要するに「大韓民国電子政府」のサイトは、政府文書
の公開、その検索という点では、その名前ほどのものではない。
このように保健福祉部を見る限りでは、サイトにアップされている資
料の量は膨大で役立つものも多くある一方で、近年のものが多く、特に
ここ１年から２年ほどの間の文書が中心となっている。したがって公開
される文書が消えてしまう前に見つけ出して、ダウンロードしなければ
ならないという難点がある。また政策形成過程にかかわる審議会や諮問
委員会の議事録は、インターネットのサイトでは取得がほぼ不可能な状
況にある。
おわりに
韓国のナショナル・アーカイブについては、ここ10年ほどの間に法制
度の整備がなされてきた。2007年にも法の仕組みが変わっており、この
10年間の継続している面と変化している面を合わせて整理することは
法制度の多面にわたるだけに複雑であり煩雑なものとなる。本稿はその
断面をいくつか切り取ってみたものに過ぎない。
韓国の政治権力が大統領を中心に形成されるだけに、大統領とその政
権交代のあり様によって、これまでもそうであったように、今後も政府
文書の収集・保存が揺れ動くことになるであろう。軍人出身の盧泰愚政
権から文民政権の金泳三政権への政権交代、さらには金泳三政権から野
党指導者の金大中への政権交代などは断絶面が大きかったが、金大中政
権から盧武 政権は同じ政党である新千年民主党内での後継者への政権
交代であり断絶面は小さかった。しかし2007年12月の大統領選挙で野
党に政権が渡れば、現政権が文書を廃棄や隠匿する可能性もあり、これ
まで10年間に築かれてきた法制度が大きく揺れ動き形骸化する恐れも
なくはない。このような政権レベルの変化がアーカイブに及ぼす大きな
影響は、市民社会レベルの政府に対する監視と要求によって最小化され
る必要がある。政治的な困難なプロセスを今後も経ながら、アーカイブ
行政が根ざして行くことになろう。
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インターネットによる政府文書の公開については、金大中政権以降の
情報化政策、「電子政府」の取り組みが貢献しており、その発展は飛躍的
である。ちなみにこのような文書公開の波は政府レベルだけではなく市
民社会レベルにも及んでいる。日本にいて自分のパソコンから韓国の市
民団体のサイトに入り多くの情報を入手できるようになっている。その
ような便利さを作り上げている韓国市民の努力には脱帽である。
しかしながら政府文書をどれだけインターネットを通じて入手できる
のかと言えば、量的には大変なものではあるが、問題もあることが確認
された。情報がアップされている期間はそれほど長くはなく、政権交代
とともにサイトの情報が刷新され古い情報が消えてしまうことは珍しく
ない。５年ほどの寿命と言える。また審議会等の議事録がアップされる
のは珍しいことであり、その内容は会議要旨や資料に限定されている。
大量にアップされた情報の質に物足りなさを感じることもある。これは
研究者としての欲張りのためでもあるが。
さらに問題は、日本人ゆえの障害があることである。日本語のウィン
ドウズOSではダウンロードできないファイルがかなりある。これは自
分で韓国語のOSを入れたパソコンを用意するしか対処方法はない。ま
た民間レベルのサイトでは学術論文や新聞記事などを有料で販売してい
るが、会員登録に際して韓国の住民登録番号が要求されること、また韓
国で発行されたクレジットカードが求められることもしばしばであり、
資料を目の前にして諦めざるをえないことも一度や二度ではない。これ
などはインターネットの便利さと裏腹にある問題から派生していること
であり、日本人としてはあれこれ知恵を絞るしかない。
大きく見るならば、民主化と情報化が政府と市民社会のいずれにおい
ても、このような文書保存と公開の動きを活性化させてきたと言える。
その変化は隔世の感があるだけに、変化をキャッチして敏捷に資料を集
めるノウハウが重要になってきている。?
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注
(１)「官報」第4119号、1999年１月29日、59頁。韓国政府の官報は国家記録
院の官報コレクションより取得。
(２)田美姫「韓国の『記録物管理法』制定とその課題」『史料館報』（邦語）第
70号、1999年３月、１頁。
(３)2003年にアジア太平洋研究財団は金大中大統領図書館を設立した。金大
中大統領図書館は公共機関記録物管理法で言うところの「大統領記録館」では
ない。金大中の私邸に隣接している当該図書館は延世大学に寄贈される一方、
2005年度には政府が60億ウォンを支援することを決めている。補助金支出の
根拠法は「前職大統領礼遇に関する法律」である。公共機関記録物管理法には、
このような民間で設立された大統領記念図書館に関する規定は存在しない。金
慶南「韓国における大統領記録の管理と大統領記念館の設立構想」『国文学研
究資料館紀要 アーカイブズ研究篇』（邦語）第２号、2006年３月、17～18頁。
(４)「記録のない国7-3」「世界日報」2004年６月６日。世界日報のサイトより
2007年１月２日取得（以下、省略）。http://www.segye.com/Service5/Shell-
General.asp?TreeID＝1052
(５)「記録のない国1-1」「世界日報」2004年５月30日。
(６)2005年の監査院による国家記録に関する監査結果を通じて、参与連帯は
「記録もしない、保存もしない、公開もしない」恥ずかしい記録物管理の現状
が赤裸々に示されたとしている。参与連帯「国家記録管理の総体的不実 事実
として現れる」2005年10月28日。インターネット参与連帯より2007年１月
２日に取得。URLは http://www.peoplepower21.org/である。
(７)「記録のない国2-1」「記録のない国2-2」「世界日報」2004年５月31日。
(８)旧法の公共機関記録物管理法施行令の別表７に「記録物管理機関の保存施
設及び装備の基準」が示されている。資料館では書架（移動式を含む）に加え
消火器、マイクロフィルムリーダーなどがあればよいとされている。このよう
な施行令など法令情報については、インターネットの法制処のサイトにある
「総合法令情報」中の「現行法令」「沿革法令」の法令検索が役立つ。法制処の
URLは、http://www.moleg.go.kr/である。
(９)「記録のない国8-1」「世界日報」2004年６月７日。
(10)「記録のない国7-1」「世界日報」2004年６月６日。
(11)記録物管理行政の主務官庁である行政自治部が、国家記録院の指針（10年
以上の記録物を勝手に廃棄してはならない）を破り、2001年139件、2002年
251件を勝手に廃棄しても何の処罰が下らなかったという。同上。本稿では、
この点については、施行令第37条は20年以下に分類された記録物としか示し
ていないため、その指針の存否を確認することはできなかった。
(12)外交文書保存及び公開に関する規則は1993年に外交部令で制定されたも
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ので、2004年には外交文書公開に関する規則に改正されている。
(13)日韓基本条約締結に関連する外交文書の公開に関しては、次の新聞記事・
社説を参考にしている。「社説 韓日協定公開、後続措置が重要だ」「東亜日報」
2004年12月29日、「韓日協定文書公開／政治外交的意味・波長」「東亜日報」
2005年１月18日。韓国言論財団（KIND）より2007年１月11日に取得。URL
は http://www.kinds.or.kr/である。
(14)筆者は、既にインターネットを通じた韓国の資料収集について詳しく紹介
したことがある。清水敏行・魚住弘久編『韓国政治の同時代的分析―韓国政治
学者による韓国政治論』（邦語）2007年２月、文部科学省科学研究費補助金学
術創生研究「グローバリゼーション時代におけるガバナンスの変容に関する比
較研究」（研究代表者 山口二郎北海道大学公共政策大学院教授）、参照。
(15)チェ・ジェスン「韓国における記録保存制度の歴史と現状」『記録と資料』
（邦語）第８号、1997年10月、187～195頁。
(16)同上、193頁。
(17)国家記録院の大統領コレクションのページにある金大中代大統領の主要
記録物の説明文から引用している。URLは http://152.99.157.57である。
(18)参与連帯「国家記録管理の総体的不実 事実として現れる」2005年10月
28日。インターネット参与連帯より2007年１月２日に取得。URLは http://
www.peoplepower21.org/である。
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